
 

 

 

意 見 募 集 
みなさまのご意見･情報をお寄せください 

 

「神戸市水道条例施行規程」

の一部改正について 
 

意見募集期間 

令和４年２月７日～令和４年３月８日 

 

 

問い合わせ先 

神戸市水道局配水課 

電話０７８－３４１－５６０６  



 

１ 意見募集期間  

令和４年２月７日（月）～令和４年３月８日（火） 

  

２ 意見の提出方法  

次のいずれかの方法によりご提出ください。 

(1) 郵送による提出  

〒６５０－００１６ 神戸市中央区橘通３丁目４番２号  

神戸市水道局配水課  意見募集宛  

(2) ファクシミリ による提出  

（０７８）３４１－２８００ 神戸市水道局配水課  意見募集宛  

(3) 電子メールによる提出  

アドレス：tarumi_denshi@office.city.kobe.lg. jp  

件名には「意見募集」と記載いただき、コンピューターウィルスへの感染防

止のため、添付ファイルは使用せず、メール本文にテキスト形式で入力して

ください。 

(4) 持参による提出  

神戸市水道局配水課  

中部庁舎３階  

平日  ８時４５分～１２時、１３時～１７時３０分までの間  

 

３ 注意事項  

(1) この案件は、神戸市民の方のみならず、どなたでも提出していただけます。  

(2) 書式は自由ですが、必ず提出者の住所及び氏名（法人その他の団体の場

合は、名称及び所在地及び代表者の氏名）を記載してください。  

(3) 提出される書式には、「神戸市水道条例施行規程の一部改正について」

に対してのご意見・情報であることを明記してください。  

(4) 電話などによる口頭のご意見・情報の受付及びいただいたご意見・情報に

対する個別の回答はいたしかねますので、あらかじめご了承ください。  

(5) いただいたご意見・情報に対する神戸市の考え方等を、神戸市ホームペー

ジにて令和４年３月下旬頃（予定）に掲載いたします。 

   ホームページがご覧いただけない場合は、市政情報室（市役所１号館 18

階）でご覧いただけます。 

 

 

 



 

４ 個人情報の取扱いについて  

(1) いただいたご意見・情報は、住所、氏名、個人又は法人等の権利利益を

害するおそれのある情報等、公表することが不適切な情報（神戸市情報公

開条例第 10 条各号に規定する情報）を除いて、ホームページ等で公表いた

します。 

(2) 個人情報等の取り扱いには十分注意し、個人が特定できるような内容で

は掲載いたしません。 

(3) ご意見・情報、氏名、住所、電子メールアドレス等につきましては、神戸市

個人情報保護条例に基づき、他の目的に利用・提供しないとともに、適正に

管理いたします。 

(4) 意見提出に際し、いただいたご意見・情報の内容を確認させていただく場

合がありますので、氏名・住所の記載をお願いしています。  

 



 

神戸市水道条例施行規程の一部を改正する規程（案）の概要 

 

 

１．趣旨  

（１）  現在、給水装置工事を行うときは、給水装置工事申請書兼設計書（第 11 号様

式）の提出が必要ですが、管理者が認める場合は省略できるように改めます。 

既設メーター装置を利用した工事用の仮設給水栓を設置する改造工事につ

いても、給水装置工事申請書兼設計書（第 11 号様式）の提出を求めています

が、新築工事の際に、メーター装置等の給水装置を新たに設置する工事（仮設

給水栓の撤去を含む）の申請が後日行われることから、仮設給水栓設置工事の

給水装置工事申請書兼設計書（第 11 号様式）の提出を省略します。 

なお、給水装置工事申込書（第 10 号様式）および給水申込書等によって、給

水装置工事の設計審査および完成検査を行いますので、給水装置工事申込書

（第 10 号様式）および給水申込書等の提出は引続き必要となります。 

※管理者が認める場合の内容は、給水装置工事施行基準に記載します。 

 

（２）  電子申請の拡充に伴い、給水装置工事申請書兼設計書（第 11 号様式）の見直

しを行います。 

 

２．施行予定日 

令和４年４月１日 

 



（改正案） 

 神戸市水道条例施行規程の一部を改正する規程をここに公布する。  

  令和４年  月  日  

神戸市水道事業管理者  山   本   泰   生   

神戸市水道管理規程第  号  

   神戸市水道条例施行規程の一部を改正する規程  

神戸市水道条例施行規程（昭和 39 年４月水道管理規程第３号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は太

線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）について

は、次のとおりとする。  

 (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正  

  部分を当該改正後部分に改める。  

 (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前  

（指定給水装置工事事業者が工事を

行う場合）  

（指定給水装置工事事業者が工事を

行う場合）  

第 15 条  条例第 21 条第３項の規定に

より指定給水装置工事事業者が工事

を行うときは、管理者が別に定める

場合を除き、給水装置工事申請書兼

設計書（第 11 号様式）を提出しなけ

ればならない。  

第 15 条  条例第 21 条第３項の規定に

より指定給水装置工事事業者が工事

を行うときは、給水装置工事申請書

兼設計書（第 11 号様式）を提出しな

ければならない。  

 

 

 

 

 



（改正案） 

 第 11 号様式を次のように改める。  

第 11 号様式（第 15 条関係）  

   

   附  則  

 この管理規程は、令和４年４月１日から施行する。  

第11号様式（第15条関係）

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ □

□ □

□ □

masumi_doi@office.city.kobe.lg.jp

調定

 工事場所

検査

設計
担当課長

現地水圧

　・　　・　

（1）はい　（2）いいえ （1）はい　（2）いいえ

審査

給　湯　　　　  （赤）

【B】公共下水処理区域です

  

　複数の水栓番号があり、下水道の使用形
態が異なる場合は、別途個別の水栓番号表
に記載すること

給
水
方
式

戸数
河 川 占 有 許 可

中間検査

【C】Bで（２）の場合

直結（3,4,5,6）

廃止番号

国 道 占 有 許 可
残留塩素

新 設 管　　　　　（赤）

精算 決　議　書　発　行　番　号

用
途
別

給 水 装 置 工 事

掘 削 跡 復 旧 工 事

1

給水装置工事申請書兼設計書
下 水 道 使 用 申 出 欄

【A】公共下水に接続します

【A】

―

【B】 【C】

（ア）集落排水
（イ）浄化槽

作業コード

38
工
種

備　考　欄

 

 井水等　　　　（水色）

北　を　上　に　作　図　す　る　こ　と現場付近水圧 MPaメーター位置ａ点

数　　量メーター 口　　径

利

害

関

係

人　

付近見取図

既 設 管　　　　　 （黒） 撤 去 管　　　　　（黒）

栓数

ｍ

担当係長 審　査

担当課長 担当係長 精　算 検　査

水栓番号

 申込者
 住　所

 
 ふりがな

 氏　名

受付
番号

申請日

住宅地図 P

×

電話 業者コード

完成

予定日 　・　　・　

工事用水使用期間

自） 　・　　・　

至）

着手

予定日 　・　　・　

完 了 日

　・　　・　

給水装置工事申込書に記載された合意書の内容を遵守して工事を行います。

設計審査

　・　　・　 取　出

×

×

口　径 箇所

　・　　・　
分水栓

×
　・　　・　

前受工事費

告示管負担金
（消費税含む）

　・　　・　

×

×

承認日 　・　　・　

道路占用申請

×

管類・付属具類・器具類 口径 数　量 管類・付属具類・器具類 口径

×

分　担　金
（消費税含む）

主　　な　　使　　用　　材　　料

数　量 管類・付属具類・器具類 口径 数　量

割丁字

工 費 計

追　加 還　付

施工業者

工　　　事　　　費

消 費 税 相 当 額

舗装復旧
監督費

（※別途）

単　位

委 託 工 事 費 （　別　　　紙　）

単　　価

コマ下げ

1式 1式

舗 装 復 旧 費 1式 1式（　別　　　紙　）

栓等）の漏水が今後懸念されるので、取替えを考慮すること。
上記のとおり指導を受け、申込者に説明しました。

布設後30年以上経過し、φ mm給水装置（宅内止水

・　　・

諸 費

主任技術者

納付書

発行日 　・　　・　

完　成

手
 
数
 
料

精
算

　・　　・　

施
工

　・　　・　

合　　　計

受付日 　・　　・　 （業者施工）

配水管布設位置 ・

.

道路掘削跡管理
　工事業者は、道路掘削から本復旧までの管理を行い、これにかかる一切の
事故の責任を負うものとする。

　この工事に関して、利害関係人その他の者から異議があるとき
は、すべて申請者の責任において解決します。

南

・

東

北

・

西

完成検査

－

 指定給水装置工事事業者

　 主任技術者
　

決裁日

助成金交付

審査検査

手数料

　・　　・　分担金

×

工　　　種 形　　質

領　　収　　日

×

　・　　・　

新 設

改 造

撤 去

一 般 用
業 務 用
工 事 用
臨 時 用

直結

高置直結
受水タンク

土地承諾

分岐承諾

同一施主

深さ ｍ

ｍ ｍ

MPa

mg／ℓ

N

取り出し
告 示 管

直結（BP）

N

数 量 数 量合 価 合 価
設 計 実 施


